
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　給与費は当初予算に計上された額を掲載しています。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数のことをいいます。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものです。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

円

円

円

円

円

　　　　②技能労務職

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

　　　　③税務職

円

円

円

円

329,000

平均給料月額

371,538

歳40.0

－　　　歳

円304,401歳46.9

円
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団 体
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42.7
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304,683
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349,321

46.9
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歳

円
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円

円
326,547

歳
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448,107円

類 似 369,344

296,872歳39.3

国 389,351歳41.8

歳38.2 円301,837
団 体 324,655



　　　　④薬剤師・医療技術職

円

円

円

円

　　　　⑤看護・保健師職

円

円

円

円

　　　　⑥福祉職

円

円

円

円

　　　　⑦消防職

円

円

円

円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の
 　　　　 平均のことをいいます。                                                     
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手
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当などの諸手当の額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであ
り、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものであります。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものであります。
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(2) 職員の初任給の状況（１７年４月１日現在）
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在）
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在）

（注）１　芦別市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数を掲載しています。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務のことをいいます。

  

　　　　　　　　人

1

９　　級

６　　級

係長、園長、主査、主任技師、主任、
労務主任、技能主任

３　　級

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

25.5

46 22.1

　　　　　　　　人

２　　級

４　　級

　　　　　　　　人

5.8

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

５　　級
23

係長、園長、主査、主任技師、主任、
労務主任、技能主任

８　　級

　　　　　　　　％

45 21.6

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

11.1

１　　級

区　　分

　　　　　　　　％

主事補、技師補、介護福祉士、業務主
事補、技能技師補、看護助手、消防
士、各行政委員会の書記補

職員数

0.5

　　　　　　　　人

消防士長、主事、技師、介護福祉士、
社会福祉士、業務主事、技能技師、消
防副士長、各行政委員会の書記

12

53

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

8

７　　級

19

1 0.5

　　　　　　　　人

9.1

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

課長、病院事務次長、事務局長、議会
事務局次長、室長、所長、館長、主幹

福祉事務所長、消防本部次長、消防
署長、課長、病院事務次長、事務局
長、議会事務局次長、室長、事務長、
館長

主幹の職務、係長、園長、主査、主任
技師、主任、労務主任、技能主任

3.8

主事、技師、介護福祉士、社会福祉
士、業務主事、技能技師、消防士、消
防副士長、各行政委員会の書記、消
防士長

部長、総合施設長、病院事務長、消防
長、教育部長、議会事務局長
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（１６年度支給割合） （１６年度支給割合）

　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　3～5％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

（注）　上段(  )内は、管理職手当の支給を受ける職員に係る支給割合であす。

（注）　下段(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額を掲載しています。

3.0 1.4

（　　　） （　　　）

2.90（2.50） 1.4（1.8）

（0.7）（1.6）

1,329

59.2859.28

21.00

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

52
短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

1,437

職 員 数

１人当たり平均支給額（１６年度）

46

国

普通昇給機関（１２～２４月）を

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

全　職　種

　　　　　　　　　人

区　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

普通昇給機関（１２～２４月）を

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市

345

１７年度

15.6%

１６年度

　　　　　　　　　人

59.28

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

42.12

－

27.30

333

21.00

　　　　　　　　　人

13.3%

42.12 33.75

国

59.28 59.28

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

27,631

33.75

47.50 59.28 47.50

27.30



 (3) 調整手当（１７年４月１日現在） 本市は、該当しません。

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

　円

 

※（　）内には選挙事務従事手当を除いた額を再掲しています。

1回260円

隔日勤務 1回4,300円

収容取扱者

除雪作業従事者

火災のため出動 1回340円消防職員

投票事務従事者

開票事務従事者

投票事務に従事 1選挙   市長が定める額

日額450円

1選挙   市長が定める額

１夜650円

深夜（午後10時から翌日の
午前５時までの間）に通信、
受付業務等の勤務に従事
した隔日勤務

支給対象職員数支給率 国の制度（支給率）

54,123（64,694）

68.6（31.7）

13,097（7,246）

日額220円

日額230円

庁外で市税その他の収入
金の徴収に従事

大型特殊自動車又は普通
自動車（車両総重量８トン
以上又は最大積載量５トン
以上のもので除雪装置を取
り付け除雪作業を行う者）の
運転に従事

主な支給対象業務

物件差押及び差押物件引
上げ業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度）

市税及び税外徴収従事者

税務課職員

手当の種類（手当数）

市税の滞納による物件差押
及び差押物件引上げ業務

主な支給対象職員手当の名称

市税その他の収入金徴収
業務手当

日額300円

日額300円

支給対象地域

左記職員に対する支給単価

14

１回300円

生活保護法に定める現業
事務に従事

月額5,500円

１体2,900円

感染症患者の収容及び患家
の消毒に従事する職員

救急業務等手当

社会福祉業務手当

行旅死亡人収容取扱手
当

行旅死亡人収容取扱いに
従事

なし

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

開票事務に従事

大型特殊自動車又は普通
自動車(除雪装置取付車で
除雪作業を行う者)運転業務
手当

火災出動手当

選挙開票事務従事手当

選挙投票事務従事手当

隔日勤務手当

家畜動物及び危険動物取
扱手当

防疫等作業手当

暴風雪除雪作業手当

感染症患者の収容及び患
家の消毒に従事

自動車運転手

農林課、都市計画課職員

午後５時から翌日午前８時
までの間又は暴風雪若しく
は大雪の気象状況下にお
いて行う除雪車による除雪
作業に従事

消防法に定める救急業務
等に従事

危険動物取扱いに従事

ケースワーカー

消防職員

消防職員

消防職員深夜業務手当

支給実績（１６年度決算）



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

住宅所有者
国は新築・購入した日
から5年間まで2,500円
支給
借間
1室500円は国に無し。

国は1時間あたり、
給与額の135/100を
支給

国における
俸給の特別調整額と
管理職員特別勤務手
当に当たる

異なる内容
国の制度と

（１６年度決算）

千円

千円

5,607

支給実績（１５年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

支給実績国の制度 支給職員１人当たり

支給実績（１６年度決算）

5,273,000

12,675

224,497

千円

207

同

平均支給年額

44,953

千円

145,397

（１６年度決算）

41,533

333,553

249,739

千円

内容及び支給単価

156

34,023

62,328

46,420

毎年11月から翌年３月まで
の各月の初日に在職する職
員に支給する。

扶 養 手 当

次の扶養親族がいる職員に支給
する。
配　　　 偶 　　　者　　　13,000円
２人まで(配偶者扶養)　 6,000円
１人　(配偶者非扶養)　 6,500円
 〃　 　(配偶者なし)　　11,000円
そ　　　 の 　　　他　　　　5,000円
特 定 期 間 の 加 算　　5,000円

住 居 手 当

管 理 職 手 当

管理又は監督の地位の職の
うち市長の指定する職を占
める職員
部長　８％　　課長　５％

自ら居住ため住宅を借り受けて
いる、住宅を所有している、1室を
借り受けている職員に支給。
家賃23,000円以下
　　家賃額－12,000円
家賃23,000円超55,000円未満
　　(家賃額－23,000円)×1/2＋
11,000円
家賃55,000円以上
　　27,000円
住宅所有者
　　新築又は購入後5年経過する
まで8,800円。5年経過後7,300円
借間1室500円

休日勤務手当

夜間勤務手当

寒 冷 地 手 当

休日に正規の勤務時間中に
勤務することを命ぜられた職
員に支給。
1時間当たり、給与額の
125/100～150/100

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前５時ま
での間に勤務する職員に支
給。
1時間当たり給与額の
25/100

通勤のため公共の交通
機関、自動車その他の交
通用具を使用し、自宅か
ら勤務箇所までの最短距
離が2ｋｍ以上ある職員に
支給（徒歩通勤は支給対
象外）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

との異同

異なる

6,414

109,854

千円

千円 151,380

異なる

同

異なる

Ｈ17より同

通 勤 手 当 異なる

51,772

手　当　名

国 芦別市
2km ～ 5km 2,000 2,700
5km ～ 10km 4,100 4,700
10km ～ 15km 6,500 7,700
15km ～ 20km 8,900 10,100
20km ～ 25km 11,300 12,500
25km ～ 30km 13,700 14,900
30km ～ 35km 16,100 17,300
35km ～ 40km 18,500 19,700
40km ～ 45km 20,900 22,100
45km ～ 50km 21,800 23,000
50km ～ 55km 22,700 23,900
55km ～ 60km 23,600 24,800
60km ～ 24,500 25,700

距離



５　特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　（支給時期）

任期ごとに支給

　　（算定方式）

給料月額×5.313月×在職年数

市 区町 村長

315,000

副 議 長 336,000

630,000 280,000

200,000

550,000 220,000

500,000

385,000

　　（１６年度支給割合）市 区 町 村長

任期ごとに支給助 役 給料月額×3.355月×在職年数

収 入 役

副 議 長

4.30

4.30

議 員

　　（１６年度支給割合）

710,000 455,800

522,000950,000

800,000 495,800

給 料 月 額 等

給
料

712,000

613,000助 役

収 入 役 -

（参考）類似団体における最高／最低額

期
末
手
当

退
職
手
当

議 長

議 員

収 入 役

議 長

報
酬

市 区町 村長

助 役

区 分



６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数を掲載しています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計を掲載しています。

4

平成１６年

12

7

合計
527 531 -4

[　５５６　］ [　５５６　］

主 な 増 減 理 由

0

職 員 数

4

0

0

欠員不補充３

主幹職の廃止による減１

15 15

7 0

0

12

-1
事務の統廃合縮小に伴う減３
業務の増加に伴う増２

0

52 53

8

-5

-1 欠員１

30

対前年
増減数

-1

0

0

事務の統廃合縮小に伴う減２

0

総務

税務

平成１７年

-3

-4

福祉バスの民間委託に伴う減２
業務の統廃合、縮小に伴う減２

0

事務の統廃合縮小に伴う減１
調理員の欠員不補充に伴う減１
医師の欠員補充に伴う増１
医療技術職及び看護職の欠員補充９

50

21

75

63

議会

1

15 15

1

174

106

58

137

福祉関係を
除く一般行政

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

64

9

14 14

54

28

9

134

53

80

22

下水道

182

衛生

警察

消防

病院

102

水道

小　計

商工

土木

小　計

労働

農林水産

交通

特別行政部門

公営企業等

福祉
関係

教育

小　計

その他

民生

-3

-2

-4



(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在）

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

526

計

人

43歳

区　分

32歳 36歳

35歳
～ ～

人

40歳 52歳48歳

55歳

～

570

人 人 人

25

44歳

～ ～

20歳 20歳 24歳

人

未満

～ ～

51歳

～ ～

47歳39歳

～

人

56歳 60歳

人 人

59歳 以上

44 43

人 人

39

計画期間

始　期 終　期

平成17年4月1日

人 人

平成26年 4月 1日

47 97

数値目標

市立芦別病院の医療職
員を除き、５２人削減

251 60 61

23歳 27歳 31歳

28歳

職員数

　平成１６年３月４日に策定した芦別市行財政改革実施計画において、退職者不補充による職員削減計画とし
て、平成１７年４月１日から２６年度４月１日までの１０年間に病院医療職の職員を除き５０人以上（５２人予定）
削減する計画を定めています。
　その過程となる平成２２年４月１日現在の一般行政部門にあっては、組織の見直しと退職者の不補充により、
平成１６年４月１日現在の２１７人に対し、２３人削減し、１９４人を目標としています。
　特別行政部門である教育及び消防については、平成１６年度の１０６人に対し、組織の見直しにより、３人削
減し、平成２２年４月１日現在の職員数は１０３人を目標としています。
　水道事業にあっては、平成１７年７月１日より業務の見直しにより１人を削減し、平成１６年４月１日現在の１２
人に対し、平成２２年４月１日現在の職員数は１１人を目標としています。
　病院事業にあっては、病院医療職スタッフの充実を目指し、平成１６年４月１日現在の１７４人に対し、１９人増
員し、平成２２年４月１日現在の職員数は１９３人を目標としています。
　下水道・国保・介護保険・その他の事業にあっては、組織の見直しにより２人を削減し、平成１６年４月１日現
在の２２人に対し、平成２２年４月１日現在の職員数は２０人を目標としています。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成
比

%
（例）



③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注） １　計画期間は、平成１７年４月１日から平成２６年４月１日までの１０年間で定めています。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

３　一般行政とは、下記特別行政及び公営企業等会計を除く部門のことをいいます。

（参考） （各年４月１日現在）

公営企業等会計において1６人増加するのは、市立芦別病院の医療職員の充実によるものです。

差 引

職員数

特別行政
（教育・消防）

減 員

差 引

一般行政

減 員

平成１６年

増 員

平成１６年 平成１７年

１　年　目

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平成１７年

1

▲ 3 0

平成１８年 平成１９年 １７年～１９年 （参考）

▲ 11

平成１８年

5

168206 206

9

▲ 49

計画前年 １　年　目 ２　年　目 ３年　目

　　計

▲ 20

数値目標

２　年　目

▲ 8 ▲ 3

３年　目

平成１９年 １７年～１９年

3

(22.4%)

1 4

（参考）

　　計

▲ 1 ▲ 8▲ 5 ▲ 2

増 員 1 2

103

▲ 4 (133.3%)

減 員 ▲ 15

増 員

8

0

106 102 102

23

▲ 4

▲ 33 ▲ 5 ▲ 53

14 19 56

増 員

3 (18.8%)

197

▲ 19 14

211

差 引

▲ 20 ▲ 35 ▲ 6 ▲ 61

327

差 引 4 ▲ 19

職員数 314 318

▲ 1

16 20

299

(▲ 7.7%)14

313

24
計

減 員

60

224

0 ▲ 3

102

216

職員数

▲ 8

217 209

▲ 9

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員数 208

公営企業
等  会  計

計画前年

13

16

数値目標



７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１７年４月１日現在）

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１６年度支給割合） （１６年度支給割合）

　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　3～5％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合を掲載しています。

1.4

（　　　） （　　　） （1.6） （0.7）

2.90（2.50） 1.4（1.8） 3.0

１７年度

％　千円　

5,499

千円  千円  千円  

39,416 5,926 15,147 60,489

千円  千円  

区分

区分 給 与 費職員数

給　 料　　　　　　Ａ

11

平　均　年　齢

○○　（一般行政職・団体平均等）

1,302

芦 別 市 38.7

　　　　　　区　　分 基本給

一人当たり給与費

職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

21.422.1

％　　　　

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

（参考）総費用に占める

○年度の総費用に占

Ａ  

純損益又は実総費用

Ｂ　

職員給与費

める職員給与費比率

73,352

千円　

質収支

332,540 29,836

　　　　千円
１６年度

446,688

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市

295,778

１人当たり平均支給額（１６年度）

平均月収額

　　　　　計　　　　　Ｂ

１人当たり平均支給額（１６年度）



イ　退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額を掲載しています。

ウ　調整手当（１７年４月１日現在） 本市は、該当しません。

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（１７年４月１日現在）

一般行政職に同じ 同 円

一般行政職に同じ 同 円

一般行政職に同じ 同 円

一般行政職に同じ 同 円

一般行政職に同じ 同 円

1

5,000

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

一般行政職の制度（支給率）

水道料均等徴収業務手当 公営企業職員

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

21.00 27.30

支給対象地域 支給率

33.75 42.12

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

59.28 59.28

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市

47.50

支給対象職員数

59.28

支給職員１人当たり
内容及び支給単価

左記職員に対する支給単価

日額220円
庁外で水道料金等の徴収に従
事した職員

支給実績（１６年度決算） 30

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度） 50.0

手当の種類（手当数）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算） 468

支給実績一般行政職
の制度と異 （１６年度決算）

5,143

支給実績（１６年度決算）

一般行政職

2,506

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 228

支給実績（１５年度決算）

手　当　名 平均支給年額
異同
の制度との

（１６年度決算）

245,143

なる内容

扶 養 手 当 1,716 千円

146,400

通 勤 手 当 168 千円 42,000

住 居 手 当 1,464 千円

158,000

寒 冷 地 手 当 1,783 千円 162,091

管 理 職 手 当 158 千円



④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

一般行政職の定員適正化計画に記載（記載箇所：一般行政職６-③）

　(２)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含めていません。
      ２　給与費は当初予算に計上された額を掲載しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１６年度支給割合） （１６年度支給割合）

　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　3～5％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

職員給与費 総費用に占める （参考）

質収支 職員給与費比率

区分 総費用 純損益又は実

○年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

１６年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

給 与 費 一人当たり給与費区分 職員数

2,973,101 -176,325 1,359,776 45.7 45.3

１７年度
279,350174,331748,549

千円  

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

平均月収額

医 師 42.0 665,467 1,367,658

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

医 療 技 術 職 員 39.5 321,103 534,322

看 護 師 35.0 280,338 461,120

准 看 護 師 48.5 347,430 557,077

1,202,230

千円  千円  千円  

事 務 職 員 38.8 313,961 449,224

192

１人当たり平均支給額（１６年度）

そ の 他 の 職 員 46.9 310,971 449,984

（　　　） （　　　） （1.6） （0.7）

1,402

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市 ○○　（一般行政職・団体平均等）

2.90（2.50） 1.4（1.8） 3.0 1.4

6,262

千円  

１人当たり平均支給額（１６年度）



（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額です。

ウ　調整手当（１７年４月１日現在） 本市は、該当しません。

千円

   円

％ 人 ％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

837 25,439

59.28 59.28 59.28 59.28

33.75 42.12

47.50 59.28 47.50 59.28

33.75 42.12

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市 ○○　（一般行政職・団体平均等）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

21.00 27.30 21.00 27.30



エ　特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

　　  午前８時３０分まで

　　　　　　１回　３，４００円

中央放射線室勤務手当 診療放射線技師 中央放射線室に勤務 月額　３，５００円

（１）医師　日額　２８，０００円

（２）医師以外の職員

　　（ア）日額　１８，０００円

自宅待機手当
薬剤師、診療放射線技師、臨床
検査技師、臨床工学技士、助産
師及び手術室に属する看護職員

正規の勤務時間外、勤
務を要しない日及び休
日に救急業務ため自宅
で待機を命じられた場合

（１）　午後５時から翌日の

　　  午前８時３０分まで

　　　　　　１回　２，２００円

（２）　午前８時３０分から翌日の

      看護助手以外の職員

　　　　　　　　　１回　２，９００円

（４）２時間未満の場合

救急当番勤務手当 医師、看護職員及び医療技術職員等  救急当番日に勤務

      看護助手以外の職員

夜間病棟及び救急室
勤務手当

助産師、看護師、准看護師及び
看護助手（５階西病棟詰所に勤務
する看護助手に限る。）

深夜（午後10時から翌日
の午前５時までの間）に
おいて行われる看護等
の業務に従事

放射線業務手当
臨床工学技士、助産師、看護師、
及び准看護師

放射線業務に従事 日額２３０円

医師研究手当 医師 医学の調査研究に従事

（１）３００，０００円とし、経験年数１年
を超えるごとに６，０００円を加算した
額。ただし、４８０，０００円を超えるも
のについては４８０，０００円とする。
（平成６年３月３１日までの採用者に
適用する。）
（２）２００，０００円とし、２年目以降は
経験年数１年を超えるごとに２０，０００
円（１６年目以降は、経験年数１年を
超えるごとに３０，０００円）を加算した
額。５１０，０００円を超えるものについ
ては５１０，０００円とする。（平成６年４
月１日から平成１２年３月３１日までの
採用者に適用する。)　　    　（３）１６
０，０００円とし、経験年数１年を超える
ごとに５，０００円を加算した額。ただ
し、３００，０００円を超えるものについ
ては３００，０００円とする。
（平成１２年４月１日以後の採用者に
適用する。)

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度） 77.3

手当の種類（手当数） 7

支給実績（１６年度決算） 94,460

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 660,553

　　（イ）半日（午前８時３０分から

　　　　午後零時まで）　9,000円

（１）深夜の全部を含む場合

　（ア）看護助手　１回　５，４４０円

  (イ）看護助手以外の職員

　　　　　　　　　１回　６，８００円

（２）４時間以上の場合

      看護助手以外の職員

　　　　　　　　　１回　３，３００円

（３）２時間以上４時間未満の場合



オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

一般行政職の定員適正化計画に記載（記載箇所：一般行政職６-③）

11,059 千円 143,627

寒冷地手当 一般行政職に同じ 同 21,181 千円 121,035

夜間勤務手当 一般行政職に同じ 同

14,746 千円 446,844

休日勤務手当 一般行政職に同じ 同 718 千円 15,276

管理職手当 一般行政職に同じ 同

16,936 千円 186,109

通勤手当 一般行政職に同じ 同 4,058 千円 69,972

住居手当 一般行政職に同じ 同

（１６年度決算）

扶養手当 一般行政職に同じ 同 11,692 千円 233,830

異同 なる内容

支給実績一般行政職 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 （１６年度決算） 平均支給年額

一般行政職

支給実績（１５年度決算） 53,882

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算） 367

支給実績（１６年度決算） 57,660

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 406

臨床検査室勤務手当 臨床検査技師 臨床検査室に勤務 月額　３，０００円


